
関東地方整備局のVEの取組 

平成24年10月16日 
国土交通省 関東地方整備局 

企画部 技術管理課 



概 要 
関東地方整備局ではコスト縮減と、若手技術者の育
成、技術力の向上という２つの目的で平成16年度より
VEに取り組んできている。 

取組を継続的に実施してきた結果、大きなコスト縮減
と４０件を超える取り組みの成果に繋がってきている。 

 VE手法では一定の成果を上げているが、更なる効果
発現を目指して、VE実施体制の見直しをすることとし
ている。 
 
I. 関東地方整備局の概要 
II. 関東地方整備局の今までのVE 
III. これからのVEのとりくみ 
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関東地方整備局の概要 

• 事業内容 
– 種類（分野） 

• 事業予算 
– 年年減っていく 

• 職員数 
– 内訳 
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Ⅰ 関東地方整備局の今までのVE 
• 整備局のVE導入の背景 
• 整備局のVE手法について 
• 関東地方整備局の設計VEの取り組み 

– 整備局のVE手法について 
– 講習会から研修へ（基礎習得研修）実施 
– リーダー講習会の成果 

• インハウス設計VEの実施 
– インハウス設計VEの概要 
– これまでの試行結果 
– 取組の成果 

• 事例① 
• 事例② 
• 事例③ 
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政府の取組 

国土交通省の取組 

関東地方整備局の取組 

コスト構造 改善プログラム 

公共事業コスト構造 
改善プログラム 

H9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25    

公共事業コスト構造 
改革プログラム 

コスト構造 改革プログラム 

 VE導入の背景 

設計VEガイドライン〔案〕発表 H16.2 

設計VEの取り組み 

国総研 

H17.2 コスト縮減の取組の推進や職員の技術力アップ等を目的に、 
発注者による「設計ＶＥの活用」を促進していく。  

公共事業コスト縮減 
アクションプログラム 

H17.2 設計ＶＥガイドライン（案）を参考とし、試行的に発注者による設計
ＶＥを実施する 

H15.4 設計の早期段階から設計VEを行い、 
専門家の提案、アドバイスを得る仕組みを構築 

H20.3 設計VEを、設計の早期段階から推進 

H20.3 設計ＶＥの積極的な活用を進める 

コスト構造 改革プログラム 

H20.5 設計VEを、設計の早期段階から推進 
・現場に最適な設計とするため
の設計ＶＥ等の推進 
・コスト縮減に資する設計方法
の普及 

H15.9 計画・設計の最適化を目指す 

・設計ＶＥの実施や設計段階に
おけるコスト縮減など、組織全
体で多角的に検討する体制の
定着を図る。 

計画の一本化 

計画の一本化 

■H9.7通知 
VEの試行を行うこと 
 入札時 
 契約時 
 発注者 
 受注者 全て含む 

■H12.7  一般競争入札などの入札方式に
おける「入札時VE」方式の一つとして総合評
価落札方式の試行を開始 〔入札時〕 

公共工事コスト縮減 
新行動指針 

新行動指針 

5 



注）NETIS：公共工事等における新技術活用システム      ICT：Information and Communication Technology）情報通信技術  
  CALS/EC：公共事業支援統合情報システムの略称。従来は紙で交換されていた情報を電子化し、インターネットを活用して多くのデータベースを連携して使える環境を創出する取り組み 
  VE：Value Engineeringの略。建設事業の各段階で専門知識を活用し、計画、設計、施工方法の見直しにより、費用の投資効果を最大限に高めること。 
  ＣＭ方式：コンストラクション・マネジメント方式。発注者・受注者の双方が行ってきた様々なマネジメント（発注計画、契約管理、施工監理、品質管理等）の一部を、これまでの発注方式とは別な方式で、 別

の主体に行なわせる契約方式 

Ⅰ．事業の 
スピードアップ 

【１】合意形成・協議手続きの改善 
施策１．構想段階からの合意形成手続きの積極的導入・推進 
施策２．関係機関との調整による協議手続きの迅速化・簡素化 

【２】事業の重点化・集中化  
施策３．事業評価の厳格な実施による透明性の向上 
施策４．重点的な投資や事業の進捗管理の徹底による事業効果の早期発現  

【３】用地・補償の円滑化  
施策５．あらかじめ明示された完成時期を目標とした計画的な用地取得を実現 
施策６．用地取得業務の効率化のための民間活力の活用  

Ⅱ．計画・設計・  
 施工の最適化  

【１】計画・設計の見直し  
施策７．技術基準類の見直し 
施策８．技術基準の弾力的運用（ローカルルールの設定） 
施策９．設計VEによる計画・設計の見直し 

【２】施工の見直し 
施策１０．工事における事業間連携等の推進 
施策１１．建設副産物対策等の推進 

【３】民間技術の積極的な活用 
施策１２．公共工事等における新技術活用システム（NETIS）を通じた民間技術の積極的活用 
施策１３．ICTを活用した新たな施工技術（情報化施工）の普及促進を戦略的に推進 
施策１４．産学官連携による技術研究開発の推進 

【４】社会的コストの低減 
施策１５．工事に伴うCO2排出の抑制による地球温暖化対策の一層の推進 
施策１６．社会的影響の低減（騒音・振動等の抑制、大気環境に与える負荷の低減、工事による渋滞損失の低減、事故の防止) 

Ⅲ．維持管理 
 の最適化 

【１】民間技術の積極的な活用 
施策１７．産学官共同研究による維持管理技術の高度化 
施策１８．施設の長寿命化を図るための技術基準類の策定 

【２】戦略的な維持管理 

施策１９．公共施設の点検結果等にかかるデータベースの整備 
施策２０．公共施設の健全度を評価するための指標の設定 

施策２１．公共施設の長寿命化に関する計画策定の推進 

施策２２．地域の実情や施設特性に応じた維持管理の推進 

Ⅳ．調達の 
  最適化 

【１】電子調達の推進 施策２３． CALS/ECの活用による入札・契約の推進 

施策２４． 電子情報の共有化による建設工事の生産性の向上 

【２】入札・契約の見直し 

施策２５．総合評価方式の促進 
施策２６．多様な発注方式の活用 
施策２７．企業の持つ技術力・経営力の適正な評価 

施策２８．民間の技術力・ノウハウを活用した調達方式（PFI）の積極的推進 
施策２９．コンストラクション・マネジメント（ＣＭ方式）の導入・拡大 
施策３０．複数年にわたる工事の円滑な執行のための手続き改善 
施策３１．受発注者のパートナーシップの構築による建設システムの生産性向上 
施策３２．公共工事等の品質確保の推進 

【３】積算の見直し 
施策３３．ユニットプライス型積算方式や市場単価方式の適用拡大 
施策３４．市場を的確に反映した積算方式の整備 

「国土交通省公共事業コスト構造改善プログラム」 

施策９．設計VEによる計画・設計の見直し 
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• 取 組 → コストの観点から公共事業のすべてのプロセスを見直す。 
• 目 的 → 職員一人一人のコスト意識の向上、 

        更なる技術力の向上を図りコスト縮減を推進する。 
  
• 位置づけ 

 →  関東地方整備局におけるコスト縮減対策として行なわれている具体的な 
 取組を示した「関東地方整備局公共工事コスト縮減対策に関する新行 

 動計画」に加え、国土交通省公共事業コスト構造改革プログラムを基 
 本として関東地方整備局におけるコスト縮減に向けた政策的な取組を示 
 した「関東地方整備局コスト構造改革プログラム」を取りまとめたもの。 
  
• 対 象 → 基本的には直轄事業 

  ①所管補助事業等において同様の取り組みを促すとともに、支援する。 
  ②他機関と連携して実施する施策も含む。 

 関東地方整備局 
  公共事業 コスト構造改革アクションプログラム 

コスト縮減に向けた発注者による「設計VE」を促進 
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VE導入のねらい 

工事主体のコスト縮減に 

行き詰まり感が見えてきた。 

若手技術者層の育成問題 
 ・技術の伝承問題 
 ・業務の変化 
 （コンストラクションからマネジメントへ） 

○事業実施初期段階でのコスト縮減 
○若手技術者層への 
   事業の方向を判断する力の育成 

  OJTによるインハウスVEの実施 
 ・技術の伝承 
 ・対象事業の価値観の統一 
 ・課題対象へのアプローチの仕方や     
 考え方の育成 

VEの５原則の浸透 
「使用者本位の原則」 
「機能本位の原則」 

「創造による変更の原則」 
「チームデザインの原則」 

「価値向上の原則」 
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• 施工段階・維持管理段階等への設計思想伝達 
– 計画、調査、設計、工事、用地、管理、それぞれの分野を含め
ワークショップを開催 

• 対象事業の価値観の統一 
• 課題対象へのアプローチの仕方や考え方の育成 
• 若手職員の技術力育成 
• 取組の継続により技術の伝承 
• 性能や機能をベースに検討していることに伴うアカウンタ
ビリティ（納税者、利用者等への説明性）の向上 

設計ＶＥ導入で期待する効果 
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16 17 18 19 20 21 22 23 24 

設計VE基礎手順習得 講習・研修会 

VEリーダー養成講習会 

バリューマネジメント研修 

VEリーダー認定試験 

幹部啓発研修 

事務所インハウス設計VE 

コスト縮減研修 講師 

新たなVE手法の検討 

その他 VE結果のフォローアップ等 

関東地方整備局 設計VEの取組 

平成１６年度からの設計ＶＥの取り組み 

これらの取り組みが評価され、 

 関東地方整備局は、(社)日本ＶＥ協会より平成１８年度マイルズ賞特別賞を頂いている。 
※マイルズ賞 ：VEの考え方と技法を創始したローレンス・D・マイルズ氏の承諾を得て、わが国産業界にVEの普及促進と技術水準の向上や効率化を図るた

め、1982年に創設した賞。マイルズ賞、本賞、特別賞の3つがある。（特別賞）自治体などの公共団体等が、VE制度の運用によって公共工事のコスト
縮減や価値の高い社会資本の整備に努めていると認められた場合に授与される。   10 



整備局のVE手法について 

設計VEガイドライン（案） 
 
 
 
 
 

 平成16年10月 
 

 国土技術総合研究所 建設マネジメント技術研究室 

過去の実績 
関東地方整備局 圏央道利根川渡河橋VE委員会 設計アドバイザー 
中国地方整備局 松江国道事務所 橋梁設計アドバイザー 
長野県 技術評価委員会 委員   
 職員研修VE講師 
東北地方整備局、関東地方整備局、東京都、千葉県、横浜市、日本道路
公団高速道路技術センター、大分県、宮崎県 愛知県 

国土技術総合研究所 
 建設マネジメント技術研究室 
設計VEガイドライン（案） 

・大臣官房技術調査課 
・国土技術総合研究所 
 建設マネジメント技術研究室 
ワークショップ型設計VE 
 導入マニュアル  

CVS  黄逸鴻氏 平成17年9月 土木学会 
 第60回年次学術講演会 
 土木事業の価値向上と 
  バリューエンジニアリング  

設計VEの詳細ステップを20のステップに細分化し  黄氏と
協働で試行・検証、発注者によるVE活動を「インハウス設計
VE」として実施してきている。 

インハウス設計VE 

11 

実施要領（仮） 



講習会から研修へ 
（基礎能力 習得研修）実施 

– 基礎講習会の実施、集中的な講習会から研修へ 
設計ＶＥの基本的考え方や基本手順の習得を促進するため講習会を集
中的に実施してきた。 
対象は、若手が中堅クラスとし、10 年後には、定常的にVEが行われる
環境の構築を目指す取り組み 
平成22年、多くの経験者を確保ができたものとし、一時的な講習会から
整備局の計画研修として継続的に実施される体制に。 

– 啓蒙講習会 
トップダウンによる設計ＶＥの普及を図るため、事務所副所長および本
局補佐相当以上の職員を対象として、設計ＶＥの基本的な考え方と効
用に関する講習会を開催。 

– VEL育成講習会 
設計ＶＥの基本手順を習得した職員を対象として、ＶＥのチームリーダー
としてのマネジメントテクニックを習得するため講習会を実施。 
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基礎講習会から研修へ 
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関東地整 

VEL 
関東, 35 
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その他, 31 
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2% 

VES：VEの中級資格 国土
交通省で1名 

国土交通省内VE資格者数 
リーダー講習会の成果 
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インハウス設計VEの実施 

– 取組の説明 
 設計VEの取り組みについて、河川・道路事務所にVEの取り組み対象となる
業務の推薦を頂き実施している。 
 平成21年度までは、専門家（CVS）の指導を受けながら実施してきたが、平
成22年度より、職員のみによる取り組みの試行を始めている 
 平成23年度より、VELの資格者を同席させている。 

– 取組の概要 
 橋梁や水門など、予備設計時にインハウス設計VEを実施、提案された内容
についてのVEを行い、設計成果に反映させる試行的な取り組みである。 

– 取組の成果 
 平成23年度までに44件のVEの取組を実施している 
 VE実施により想定されるコスト削減の可能性は数百億を超える。 

 

（インハウス設計VE：職員による所内設計VEのことを言う） 15 



 
 専門家 ＣＶＳ 
 （アドバイザ－） 
 
 
 
 

WS 〔３日目〕 
・代替案作成 
 （詳細評価） 
・プレゼンテーション 
・まとめ 

WS 〔１日目〕 
・機能定義 
 （情報収集） 
・機能評価 
 （機能別コスト分析） 
 （対象分野の選定） 

WS 〔２日目〕 
・代替案作成 
 （アイデア発想） 
 （概略評価） 

〔連続した２日間〕 

コンサルタント 

による検証 
代替案のコスト算出等 

ワークショップ形式による検討の流れ 

事務所意志決定 

機関等への説明 

〔１週間程度〕 

ワークショップ 

事務所職員 
〔設計担当者含む関係課より参加〕 

リ
ー
ダ
ー 

検討チーム 

建設コンサルタント 

基本条件、情報の付与 

●メンバー構成  
 職員6～8名。リーダーは係長以上を配置  
 設計ＶＥのリーダー養成講習を受講した者 
 が、リーダーとして進行役。 

指導支援 

方向性の決定 

取組の説明 

16 
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これまでのインハウス設計VE試行結果 

 平成１６年からの試行において、設計導入段階の上流側でのコスト縮減効果が
顕著であるとともに、着実な機能の向上が図られている。 

積算 
工事発注 

赤字は、コスト縮減額の平均。 設計段階 

■船着き場予備設計（３８％減） 
・護岸形式を鋼矢板護岸とコンクリートか 
 ら木製デッキと鋼材支持杭に変更 
・階段の範囲、箇所数の見直し 
・利用者の導線を再検討し設置位置を変更 
 
■ 橋梁予備設計（３９％減） 
・橋梁の架設工法に着目して検討。 
 送り出し架設から、トラベルクレーン 
 架設への見直し。等 
 

■ 樋管詳細設計（２０％減） 
・翼壁構造の見直し 
・護岸施工範囲の見直し 
 
 

■ 道路修正設計（３６％減） 
・シールド区間を延伸しトンネル開削区間を短縮 
・土留壁を一体化し、躯体を縮小化 
 
 

実施例 

 
 

予備設計 
 

２２件 
 

約３４％ 
 

 
 

実施・修正設計 
 

５件 
 

約３２％ 
 

 
 

詳細設計 
 

１２件 
 

約２７％ 
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関東地整 設計ＶＥ成果のフォローアップ 

（平成１６年からの試行件数、２６事務所４４件） 

H23年までのVE成果が使用され、削減された可能性のある額 

これまでのインハウス設計VE試行 結果 

インハウス設計VE 実施で削減の可能性がある額（仮） 

当初コスト ＶＥ実施後コスト 

※削減額は工事発注前のVE活動時の積算額を参考にした額で、実際に積算、受注された額ではない。 

  H23年度までとH24年度の発注予定の工事を対象とした想定の額である。 18 



機場撤去    設計ＶＥ   河川事務所 

コスト縮減評価 縮減比率 
コスト 約４６６百万円 約３４２百万円 －26.6％ 

具体化案 予備設計(原案) 設計VE 備 考 

 
 
 
 
■旧樋管・調圧 
 水槽の残置 
 
■発生土の 
 有効利用 
 
■侵入路の 
 代替案 
  

樋管撤去(２Hルール) 樋管残置  
調圧水槽及び
樋管を残置さ
せることにより、
切廻道路の施
工を省略でき、
コスト縮小の
ほかに、地元
住民や通過交
通に対する負
荷の低減が図
れる。新機場
への影響を低
減するため、
導水路は軽量
材により埋戻
す。 

⑤根木名川水門

①旧排水樋管

②調圧水槽

③旧排水機場

④導水路

⑥派川十日川水門

⑦根木名川護岸ブロ

⑦利根川護岸ブロック

10m

1
0
m

⑥派川十日川水門

①旧根木名川排水樋管

②調圧水層

③旧根木名川排水機場

④導水路

全撤去(基礎杭除く

現地盤以下は残置

①旧根木名川排水樋管

②調圧水層

③旧根木名川排水機場

④導水路

⑥派川十日川水門

1
0m

10m

⑤根木名川水門

①旧排水樋管

②調圧水槽

③旧排水機場

④導水路

⑥派川十日川水門

⑦根木名川護岸ブロ

⑦利根川護岸ブロック
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河道改修等   設計ＶＥ   河川事務所 

具体化案 予備設計(原案) 設計VE 備 考 

■掘削土の
有効利用 
 
■低水護岸
工の使用材
料の見直し 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

掘削土の利用 
 河川内で掘削した土を堤防の
盛土に利用する。土の水分を少
なくさせるため、一旦仮置きする。 
 
かごマット工 
 かごマットの中詰めには15～
20cmの割りぐり石を使用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                                              

掘削土の利用 
 掘削する場所と盛土する場所
の組み合わせを最適なものに変
更することで、運搬費や処分費を
縮減。 
 
かごマット工 
 かごに詰める材料は工事で発
生したコンクリートを破砕して再
利用する。 
 
 
 

コスト縮減評価 縮減比率 
コスト 約 １１．３億円 約 ９．９億円 約－12 ％ 

河床高

コンクリートを破砕して利用

20 



橋梁予備設計  設計ＶＥ   国道事務所 

具体化案 予備設計(原案) 設計VE 備 考 
 
■暫定供用時の道路規
格の変更 
 
 
 
■拡幅方法（暫定供用位
置）の見直し 
 
 
 
■橋梁の支間割および形
式の見直し 

鋼３径間連続箱桁＋ＰＣ２径間連続中空床版                                                                                                                                                                          鋼４径間連続鈑桁  
■暫定時道路規格 

第３種第１級 
↓ 

第３種第２級 
（暫定時幅員４ｍ縮小） 

 
■完成時拡幅方法 

両側拡幅 
↓ 

完全分離 
（拡幅時施工性の向上） 

 
■橋梁形式変更 
1) 国道交差点部 
鋼箱桁＋ＰＣ中空床版 

↓ 
鋼鈑桁 

2) その他区間 
ＰＣ中空床版＋ＰＣＴ桁  

↓ 
ＰＣ中空床版＋コンポ桁 

 
 
注）図は国道立体橋区間 

コスト縮減評価 縮減比率 
コスト ４９億円 ３５億円 ２８％ 

21 



その他の取り組み 

整備局独自のVEパンフレットの作成 

VE研修受講者（経験者） 
  データベースの整備 

22 



Ⅲ これからのVEの取組 

• 現状の課題・問題点 
• 取り組みの枠組を整理 

– 運営側の取り組みを明確にする 
– ＶＥを取り巻く体制を再整理する 

• VEL資格保有者の活躍の場と支援体制 
• インハウス設計ＶＥ取り組み強化 

 

23 



• なぜ活用されない？ 
• VEをコスト縮減の手法として指導・育成してきた 

– VE理念の指導不足 
• 今後の目標は？ 

• VE（取り組み（3日間）を実施する事だけの指示 
• 幹部職に対する継続的な取り組みがない 
• 取り組みのサイクルができていない 

– 取り組みの目標（計画）の不備 
• 資格者の位置付けは？ 

• 資格保有者の活動の場がない 
– 支援体制の不備 

 
 

 

現状の課題・問題点 

24 



Ｖ  ＝ 
Ｆ 

Ｃ 

価値向上の形態 ① ② ③ ④ 

① 同じ機能のものを安いコストで手に入れる。 
② より優れた機能を果たすものを、より安いコストで手に入れる。 
③ 同じコストで、より優れた機能をもったものを手に入れる。 
④ 少々コストは上がるが、なお優れた機能をもったものを手に入れる。 

今まではここばかり 

本来の目的 

• 取り組み開始時点でコスト縮減を多く言い過ぎてきた。 
 VE ＝ コスト削減↓一辺倒ではない 
• 理念を念頭に置いてVE手法を使うことが目的であることを

改めて指導していく 

VE理念の伝え方 

25 



• 常に使用者（ユーザー）の立場に立って考える 
– 「使用者本意の原則」 

• 目的物に求める機能は何かを的確に把握する 
– 「機能本位の原則」 

• 習慣や固定観念を打破して新しい着想を求める 
– 「創造による変更の原則」 

• 関連分野の専門家（職員には企画から管理までの専門家
がいる）を結集した組織の活動を行う 
– 「チームデザインの原則」 

• 価値の向上を目指す。コストの低減が第一目的ではない 
• VfMの最大化 

– 「価値向上の原則」 
 

 VEの5つの原則を浸透させ、地域に精通した職員の能力を
フルに発揮して頂く。 

 

VE理念の伝え方 
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取り組みを実施する 
 幹部啓発を実施 
 基礎研修を実施 
 インハウス設計VEを実施 
  事前からフォローアップまで 

取り組みを実施する 
 幹部啓発を実施 
 基礎研修を実施 
 インハウス設計VEを実施 
  事前からフォローアップまで 
     VELを派遣 

実施計画（案）の作成 
 研修の実施 
 インハウス設計VEの実施 
 

成果から課題・問題点を抽出し 
 次の取り組みへ反映させる 

取り組み成果をまとめチェックする 
 
 データベースの更新 
 基礎研修からVE試験受講者確認 
 インハウス設計VEの成果確認 
 

取り組みの枠組を整理する 

課題・問題点解決策を踏まえた 
実施計画（案）に変更 
 外部講習への参加（運営側） 
 幹部 講習会に説明会を実施 
 研修 今後 ４０名／年間 
 インハウス設計VE ５件／年間 
 

• 運営側もＰＤＣＡを意識して取り組みを進める 

取り組み成果をまとめチェックする 
 データベースの更新 
 基礎研修からVE試験受講者確認 
 インハウス設計VEの成果確認 
 ＶＥＬの取り組みまとめ 
 運営側のスキルアップ 
 27 



設
計
・
予
備
、
詳
細
 

積
算
 

入
札
 

契
約
 

施
工
 

入
札
時
Ｖ
Ｅ
 

企
画
 
調
査
計
画
 

維
持
管
理
 

契
約
後
Ｖ
Ｅ
 

設計段階で維持管理までを考えるＶＥを目指す 

設
計
Ｖ
Ｅ
 

・対象を施工までだけで 
なく維持管理まで意識 
させ取り組みを検討 

取り組みの枠組を整理する 
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・VE手法の習得に 
 力を入れてきた 

• 今までの取り組みの状況 

ＶＥ経験者 
約６００名 

インハウス設計ＶＥの実施 

基礎研修の実施 

関東地方整備局 
ＶＥＬ ３５名 

関東地方整備局 

技術管理課 

VE研修受講者 
データベース 

取り組みの枠組を整理する 

29 

実施依頼 

登録 

参加依頼 

任意 
受験 

取り組み参加 



・今までの枠組や他
部門との連携を図り、
インハウス設計VEの
実施体制を強化する 

人材育成教育担当官 

• これからの取り組み（案） 

ＶＥ経験者 
約６００名 

幹部講習の実施 基礎研修の実施 

関東地方整備局 
ＶＥＬ ３５名 

若手職員の参加を強化 

関東地方整備局 

技術管理課 

VE研修受講者 
データベース 

インハウス設計ＶＥの実施 

取り組みの枠組を整理する 

30 
資格者を 
 研修講師へ 

幹部への 
啓発 

内容改善 
し参加周知 

人材育成の 
 手法としても周知を図る 

参加者 
拡大を目指す 

資格者を 
 サポートとして派遣 



人材育成教育担当官 

• これからの取り組み（案） 

ＶＥ経験者 
約６００名 

幹部講習の実施 基礎研修の実施 

関東地方整備局 
ＶＥＬ ３５名 

若手職員の参加を強化 

関東地方整備局 

技術管理課 

VE研修受講者 
データベース 

地域に密着したノウハウを持つ技術
者による、使用者（ユーザー）の立場
に立った、価値のある事業。 

インハウス設計ＶＥの実施 

・インハウス設計VEを
中心として、 
 技術力向上 
 資格保有者を支援 

取り組みの枠組を整理する 

31 

事業がVEの理念を 
踏まえて取り組まれる 
サイクルを作り出す 

VEの理念を理解する 
組織体制を作り出す 



関東地方整備局 実践研修「設計ＶＥ」 
 協会指定のプログラムの内容と時間を確保し、 
 VEL認定試験の資格要件の研修としました。 
これによりVEL認定試験受講が可能 

実践研修【設計VE】 
 基本手順習得講習（3日間 計12h） 平成２４年９月２６～２８日 ２０名により実施 
ワークショップによるグループ討議方式 

基礎研修の魅力を上げる 

局長証明の 
受講証 発行 

VE基礎講座プログラムの 
 内容を含み 
 かつ12時間以上の研修 

32 



16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 

設計VE基礎手順習得 講習・研修会 

VEリーダー養成講習会 

バリューマネジメント研修 

VEリーダー認定試験 

幹部啓発研修 副所長級 

事務所インハウス設計VE 

コスト縮減研修 講師 

新たなVE手法の検討 

その他 VE結果のフォローアップ等 

ＶＥリーダーフォローアップ  

幹部向け講習会の再開（案） 

・以前に実施していた、幹部級の啓発研修を再開し、ＶＥについて
理解を深めていく。 
・ＶＥ取り組みの実施を拡大 ・若手育成の場としての活用 33 



VEL資格保有者に活躍の場を提供 

VEL資格者による 
講義と実習支援 

実践研修【設計VE】 
 基本手順習得講習（3日間 計12h） 平成２４年９月２６～２８日 ２０名により実施 

基礎講座のプログラムと同様の研修を整備局の資格保有者が実施 
※資格保有者の基礎能力の維持と指導能力の向上を目指す。 
※ＶＥＬ資格の更新時に活動記録として活用できる研修を目指す。 
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実施前とフォローアップ 継続した関わり 

関
係
者
に
よ
る 

事
前
調
整
の
実
施 

経
年
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ 

 

手
続
き
の
継
続
的
支
援
の
実
施 

今までのインハウス設計ＶＥ 

WS 〔３日目〕 
・代替案作成 
 （詳細評価） 
・プレゼンテーション 
・まとめ 

WS 〔１日目〕 
・機能定義 
 （情報収集） 
・機能評価 
 （機能別コスト分析） 
 （対象分野の選定） 

WS 〔２日目〕 
・代替案作成 
 （アイデア発想） 
 （概略評価） 

〔連続した２日間〕 

事務所意志決定 

機関等への説明 

 整備局 職員 
  ＶＥＳ ＶＥＬ 
 
 
 

ワークショップ 

事務所職員 
〔設計担当者含む関係課より参加〕 

リ
ー
ダ
ー 

検討チーム 

建設コンサルタント 

基本条件、情報の付与 

●メンバー構成  
 職員6～8名。リーダーは係長以上を配置  
 設計ＶＥのリーダー養成講習を受講した者 
 が、リーダーとして進行役。 

指導支援 
 

 専門家 ＣＶＳ 
 （アドバイザ－） 
 
 
 
 

指導支援 
方向性の決定 

チ
ー
ム
外
の
職
員
で

Ｖ
Ｅ
の 

資
格
者
が
参
加 

35 
・取り組みの前に、ＷＳ関係者による事前調整を実施。より効果発現を目指す 
・また、実施後も継続してフォローアップを行い、成果の確実性を強化する。 



おわりに 
• 関東地方整備局の設計VEの取組は未だシス

テム化されている状況とはいえない状況であ
り、まだまだ始動域。 

• 全てにおいてVE手法を実施するのではなく、

ＶＥという歯車を適材適所に当てはめて、流
れやシステムを円滑に動かしていく。 

• このＶＥの取組を縮小させず、継続していく。 
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